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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期
第１四半期
累計期間

第41期
第１四半期
累計期間

第40期

会計期間

自平成23年
２月21日
至平成23年
５月20日

自平成24年
２月21日
至平成24年
５月20日

自平成23年
２月21日
至平成24年
２月20日

売上高（千円） 21,063,27422,063,05089,754,508

経常利益（千円） 187,022 202,213 580,756

四半期純利益又は四半期(当期）純損失(△)

（千円）
△755,568 120,489△3,164,086

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 3,585,0003,585,0003,585,000

発行済株式総数（株） 12,000,45012,000,45012,000,450

純資産額（千円） 5,734,4623,457,5953,328,473

総資産額（千円） 27,258,50524,807,04224,337,415

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期

（当期）純損失金額（△）（円）
△62.12 6.38 △177.35

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
－ 6.37 －

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 21.0 13.9 13.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第40期及び第40期第１四半期累計期間は、潜

在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

　　

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社及び関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

会社名 契約名称 内容 契約期間

イオン株式

会社

コーポレート負担金・ブラ

ンドロイヤルティーに関す

る契約

グループマネージメントに係わる

費用負担及び知的財産権、経営ノ

ウハウなどの利用に関する契約

平成24年３月１日から平成25年２月末日

まで

  

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　 （１）業績の概況

当第１四半期累計期間における経営環境は、東日本大震災からの復興に向けた動きが進むにつれ、企業の設備投資

や個人消費に緩やかな持ち直しの兆しが見られましたが、為替水準の大きな変動や株式市場の低迷などにより先行き

不透明な状況が続いており、当社が営業基盤とする北東北エリアにおいても、企業の生産活動の縮小等による雇用不

安や個人消費の停滞が長期化しお客さまの生活防衛志向や節約志向が継続するなど厳しい状況が続いております。

こうした中で当社は、『今がひとつになる時　対話と学び合いで売場に笑顔を咲かせよう』というスローガンを掲

げ、お客さまの日々のくらしのニーズにこだわった品揃えによる営業力の強化と、イオンのブランド「トップバ

リュ」の売上拡大等による収益力の改善、おもてなしの接客と魅力ある売場づくりに取り組んでまいりました。また

当期は、当社が昨年４月に発表しました「事業構造改革」の２年目として、収益力の向上、店舗網の再構築、財務体質

の抜本的な強化の三本柱を主軸とした構造改革を進めているところでございます。

当第１四半期累計期間においては、登録販売者による第二類・第三類医薬品の導入や、「トップバリュ」の夏用イ

ンナー“クーリッシュファクト”等による衣料品コーナーの拡充を進めました。また、生鮮食品部門でのトップバ

リュ商品の拡大などにより価格競争力の強化に努めるとともに、魅力的な売場づくりによる一人当たり買上点数の増

大や、イオンの電子マネーＷＡＯＮのカードホルダー拡大などによる固定客づくりに努め客数の増加をはかってまい

りました。また「あきたみどりの大豆コロッケ」など東北産の原料を使用した安心・安全な商品の品揃えにより地産

地消にも取り組んでまいりました。併せて、シニア世代のお客さまへの対応として小容量パックの充実や商品ＰＯＰ

の文字の拡大を行うとともに、焼き魚をはじめとする和惣菜の強化や調理の手間を省くレディミールの品揃え、カー

トにお買い物カゴを乗せたまま精算ができる「カートインレジ」の設置などに努めてまいりました。

こうした取り組みを実施した結果、当第１四半期累計期間では戦略的な価格政策により一点単価を下げ一人当た

り買上点数を上げる積極的なシェア拡大に取り組み、売上総利益率は対前年同四半期比1.4ポイント低下し22.1％と

なりましたが、３月のひな祭り等の家族のパーティ需要、４月の花見、５月の大型連休を中心とする行楽需要もあり、

期間中の既存店売上高は対前年同四半期比105.0％と改善傾向を継続するとともに、お客さま一人当たり買上点数は

同109.7％、客数は同102.0％、客単価は同102.8％となり、営業収益は226億７百万円と増収になりました。

一方経費面では、収益性の向上のためコスト構造改革を進めており、アウトパック商品の導入拡大による作業効率

の改善や震災後の電力消費抑制への取り組みなどを継続して実行した結果、販売費及び一般管理費の総額は対前年同

四半期比0.5％の減少となりました。

以上の結果、当第１四半期累計期間の業績は営業収益226億７百万円（対前年同四半期比104.6％）、営業利益１億

99百万円（前年同四半期比78.6％）、経常利益２億２百万円（前年同四半期比108.1％）、四半期純利益１億20百万円

（前年同四半期は７億55百万円の四半期純損失）となりました。

また、当社は「ス－パーマーケット事業」の単一セグメントであるためセグメントの業績については、記載を省略

しております。　　
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　   （２）財政状態　

     （資産） 

流動資産は、前事業年度末に比べ６億14百万円増加し、63億94百万円となりました。これは、当会計期間末日が金融

機関休業日のため決済が翌会計期間へ回ったこと等により現金及び預金が４億77百万円増加し、それ以外で電子マ

ネー決済の増加等で未収入金が１億８百万円増加したこと等によります。 

  固定資産は、前事業年度末に比べ１億45百万円減少し、184億12百万円となりました。これは、有形固定資産が、土地

の取得等１億97百万円の増加がありましたが、減価償却費３億12百万円等により１億14百万円減少し、投資その他の

資産が、長期前払費用の減価償却費20百万円等により29百万円減少したこと等によります。 

  この結果、総資産は、前事業年度末に比べ４億69百万円増加し、248億７百万円となりました。 

（負債） 

  流動負債は、前事業年度末に比べ８億95百万円増加し、157億67百万円となりました。これは、当会計期間末日が金融

機関休業日のため決済が翌会計期間へ回ったこと等により買掛金が15億96百万円及び電子マネー預り金の増加等に

より流動負債その他が１億75百万円増加、短期借入金が８億70百万円減少したこと等によります。 

固定負債は、前事業年度末に比べ５億55百万円減少し、55億82百万円となりました。これは、主に長期借入金が５億

６百万円減少したこと等によります。 

この結果、負債合計は前事業年度末に比べ３億40百万円増加し、213億49百万円となりました。 

（純資産） 

  純資産合計は、前事業年度末に比べ１億29百万円増加し、34億57百万円となりました。これは、四半期純利益１億20

百万円の計上により利益剰余金が増加したこと等によります。 

     　　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　　　該当事項はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 47,999,550

Ａ種種類株式 450

計 48,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年５月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式          12,000,000 12,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株 

Ａ種種類株式

（当該優先株式

は行使価額修正

条項付新株予約

権付社債券等で

あります。)

   450　    450　 非上場 （注）１～３

計  12,000,450 12,000,450 － －

（注）１．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりであります。

          （１）Ａ種種類株式の普通株式への転換価額に関する取得価額は、Ａ種種類株式の発行から５年後以降に決定

　　　　　　 　いたします。

　　　　　（２）普通株式の下落により、当該取得請求権の対価として交付される当社株式数の数は増加する場合があり

                ます。

　　　　　（３）取得価額の修正の基準及び頻度

　　　　　　　①修正の頻度：平成28年５月21日以降、毎年５月20日及び11月20日

　　　　　　　  （但し、当該日が取引日ではない場合には直前の取引日。以下、それぞれ「修正基準日」といいま

　　　　　　　　　す。）

　②修正の基準：各修正基準日（同日を含む。）までの直近の５連続取引日の東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の毎日の終値の平均値

　　　　　（４）取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる株式数の上限

　　　①取得価額の下限　295円

      ②取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式数の上限

15,254,237株（平成23年５月19日発行のＡ種種類株式発行済株式数450株に基づき算定、同日の普通株

式の発行済株式総数の127.12％）

　　　　　（５）当社の決定によりＡ種種類株式の全部の取得を可能とする旨の条項があります。

　

　　　２．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。

          （１）Ａ種種類株式に表示された権利の行使に関する事項についての割当先との間の取り決めの内容

　　　　　　　　該当事項ありません。

　　　　　（２）当社の株券の売買に関する事項についての割当先との取り決め内容

　　　　　      該当事項ありません。

    （３）当社の株券の貸借に関する事項についての割当予定先と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内

容

      該当事項はありません。

    （４）その他投資者の保護を図るために必要な事項

      該当事項はありません。
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 　　　３．Ａ種種類株式の内容は次のとおりであります。　

①剰余金の配当

（ⅰ）Ａ種期末配当金

(a) 当社は、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下「普

通登録株式質権者」という。）に対して剰余金の期末配当を行うときは、当該剰余金の期末配当に係る基

準日の最終の株主名簿に記載または記録されたＡ種種類株式を有する株主（以下「Ａ種種類株主」とい

う。）またはＡ種種類株式の登録株式質権者（以下「Ａ種種類登録株式質権者」という。）に対し、Ａ種種

類株式１株につき、下記(b)に定める額（以下「Ａ種期末配当金」という。）を、剰余金の期末配当として、

普通株主または普通登録株式質権者に対する剰余金の期末配当と同順位にて支払う。

(b) Ａ種期末配当金の額は、普通株式１株当たりの期末配当額を、当該剰余金の期末配当に係る基準日に先

　　立つ45取引日（株式会社東京証券取引所（その承継人を含み、以下「東京証券取引所」という。また、

　　当社の普通株式が東京証券取引所に上場していない場合は、当社の普通株式を上場または登録している

　　他の金融商品取引所または店頭売買有価証券市場（複数ある場合は、当社の普通株式の出来高、値付率

　　等を考慮しても最も適切と判断される金融商品取引所または店頭売買有価証券市場）をいう。以下同じ。）が

開設されている日をいい、終値が発表されない日を含まない。以下同じ。）目に始まる30連続取引日の東京

証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値で

除した値に、10,000,000円を乗じた額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入す

る。）とする。

（ⅱ）Ａ種中間配当金

(a) 当社は、普通株主または普通登録株式質権者に対して中間配当を行うときは、当該中間配当に係る基準日の

最終の株主名簿に記載または記録されたＡ種種類株主またはＡ種種類登録株式質権者に対し、Ａ種種類株

式１株につき、下記(b)に定める額（以下「Ａ種中間配当金」という。）を、中間配当として、普通株主また

は普通登録株式質権者に対する中間配当と同順位にて支払う。

(b) Ａ種中間配当金の額は、普通株式１株当たりの中間配当額を、当該中間配当に係る基準日に先立つ45取引日

目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値で

除した値に、10,000,000円を乗じた額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入す

る。）とする。

　

②残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ａ種種類株主またはＡ種種類登録株式質権者に対し、普通株主または普通

登録株式質権者に先立ち、Ａ種種類株式１株につき10,000,000円を支払う。Ａ種種類株主またはＡ種種類登録株

式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。

　

③議決権

Ａ種種類株主は、株主総会において議決権を有しない。

　

④普通株式を対価とする取得請求権

Ａ種種類株主は、平成28年５月21日以降平成43年５月20日（同日を含む。）までの間（以下「取得請求期間」と

いう。）いつでも、法令の定める範囲内において、当社に対して、次に定める数の普通株式（以下「請求対象普通

株式」という。）の交付と引換えに、その有するＡ種種類株式の全部または一部を取得することを請求すること

ができるものとし、当社は、当該請求に係るＡ種種類株式を取得するのと引換えに、請求対象普通株式を、当該Ａ

種種類株主に対して交付するものとする。但し、取得請求の日において、請求対象普通株式数が、当社の発行可能

普通株式総数から発行済普通株式数を控除して得られた株式数を上回る場合には、当社は、当該株式数の範囲内

において、Ａ種種類株主に対して交付する普通株式の数が最大となるように、取得請求されたＡ種種類株式の数

に応じた比例按分その他当社の取締役会が決定する方法により、当該取得請求に係るＡ種種類株式の一部を取

得する。なお、かかる方法に従い取得されなかったＡ種種類株式については、取得請求がなされなかったものと

みなす。
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（ⅰ）Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、取得請求に係るＡ種種類株式の数に10,000,000

円を乗じて得られる額を、下記(ⅱ)乃至(ⅳ)で定める取得価額で除して得られる数とする。なお、Ａ種種類

株式の取得と引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるもの

とし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付はしない。

（ⅱ）当初取得価額

取得価額は、当初、取得請求期間の初日に先立つ５連続取引日（以下、本（ⅱ）において「当初取得価額算

定期間」という。）の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）（以下「当初取得価額」という。）とする。

但し、当初取得価額が下記（ⅲ）に定める下限取得価額を下回る場合は、当初取得価額は下限取得価額と

し、当初取得価額が下記（ⅲ）に定める上限取得価額を上回る場合は、当初取得価額は上限取得価額とす

る。なお、当初取得価額算定期間中に下記（ⅳ）に規定する事由が生じた場合、上記の終値の平均値は下記

（ⅳ）に準じて当社が適当と判断する値に調整される。

（ⅲ）取得価額の修正

取得価額は、取得請求期間中、毎年５月20日及び11月20日（但し、当該日が取引日でない場合にはその直前

の取引日。以下、それぞれ「修正基準日」という。）の翌日以降、修正基準日における時価（以下に定義さ

れる。）に相当する額に修正される（以下、かかる修正後の取得価額を「修正後取得価額」という。）。但

し、修正後取得価額が下限・上限取得価額算定基準価額（以下に定義される。）の50％に相当する額（但

し、下記（ⅳ）に規定する事由が生じた場合、下記（ⅳ）に準じて調整されるものとし、以下「下限取得価

額」という。）を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とし、修正後取得価額が下限・上限取得

価額算定基準価額の150％に相当する額（但し、下記（ⅳ）に規定する事由が生じた場合、下記（ⅳ）に準

じて調整されるものとし、以下「上限取得価額」という。）を上回る場合には、修正後取得価額は上限取得

価額とする。

「下限・上限取得価額算定基準価額」は、平成23年５月19日（同日を含む。）までの直近の５連続取引日

（以下、本（ⅲ）において「下限・上限取得価額算定基準価額算定期間」という。）の東京証券取引所に

おける当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１

位を四捨五入する。）または251円のいずれか高い金額とする。なお、下限・上限取得価額算定基準価額算

定期間中に下記（ⅳ）に規定する事由が生じた場合、下限・上限取得価額算定基準価額は下記（ⅳ）に準

じて当社が適当と判断する値に調整される。

「修正基準日における時価」は、各修正基準日（同日を含む。）までの直近の５連続取引日（以下、本

（ⅲ）において「取得価額算定期間」という。）の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の

毎日の終値の平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。なお、

取得価額算定期間中に下記（ⅳ）に規定する事由が生じた場合、上記の終値の平均値は下記（ⅳ）に準じ

て当社が適当と判断する値に調整される。

（ⅳ）取得価額の調整

(a) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額（下限取得価額及び上限取得価額

を含む。以下同じ。）を調整する。

（ア） 普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整す

る。なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当

て前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普

通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償割

当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。

（イ）普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取

得価額を調整する。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数
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（ウ）下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社

が保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得され

る株式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本（ⅳ）において同

じ。）の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合または合併、株式交換

もしくは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」

という。）により取得価額を調整する。調整後取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当

該払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日

（以下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分

する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普

通株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の

数」とそれぞれ読み替える。

　
　

（発行済普通株式数

－当社が保有する普通株式の数）

　

＋

新たに発行する普通株式の数

×１株当たり払込金額

調整後取得価額＝調整前取得価額×

　

普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数）

＋新たに発行する普通株式の数

（エ）当社に取得をさせることによりまたは当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１

株当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることが

できる株式を発行または処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日

（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本（エ）において同じ。）に、株式無償割

当ての場合にはその効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以

下本（エ）において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行または処分される株式

の全てが当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１

株当たり払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後

取得価額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また

株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

（オ）行使することによりまたは当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込

価額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(d)に定める普通株式１株当たり

の時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合

（新株予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以

下本（オ）において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全て

が当初の条件で行使されまたは取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式に

おいて「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権

の行使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、

調整後取得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償

割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、

これを適用する。但し、本（オ）による取得価額の調整は、当社または当社の子会社の取締役、監査

役または従業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約

権には適用されないものとする。

(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記（ア）乃至（ウ）のいずれかに該当する場合には、当社はＡ種種類

株主及びＡ種種類登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価

額、適用の日及びその他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとする。

（ア）合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収

分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継または新設分

割のために取得価額の調整を必要とするとき。

（イ）取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算

出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

（ウ）その他、発行済普通株式数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更または変更の可能

性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入

する。
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(d) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ45取引日

目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値

（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。

(e) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどま

るときは、取得価額の調整はこれを行わない。

（ⅴ）取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

（ⅵ）取得請求をしようとするＡ種種類株主は、当社の定める取得請求書に、当該取得請求に係るＡ種種類株式

を表示し、その他必要事項を記載した上、取得請求期間中に上記(ⅴ)に記載する取得請求受付場所に提出

しなければならない。

（ⅶ）取得の効力は、取得請求書が上記(ⅴ)に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生し、当社は、Ａ種

種類株式を取得し、当該取得請求をしたＡ種種類株主は、当社がその取得と引換えに交付すべき普通株式

の株主となる。

（ⅷ）当社は、取得の効力発生後、当該取得請求をしたＡ種種類株主に対して、当該Ａ種種類株主が指定する株式

会社証券保管振替機構または口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行う

ことにより普通株式を交付する。

　

⑤金銭を対価とする取得条項

（ⅰ）当社は、会社法第168条第２項の規定に従い、強制償還日（以下に定義する。）の少なくとも15日前にＡ種

種類株主及びＡ種種類登録株式質権者に書面により通知することにより、平成28年５月21日以降いつで

も、当社の取締役会が別に定める日（以下「強制償還日」という。）の到来をもって、法令の定める範囲内

において、Ａ種種類株式の全部または一部を取得することができるものとし、当社は、Ａ種種類株式を取得

するのと引換えに、下記（ⅱ）に定める額（以下「強制償還価額」という。）の金銭をＡ種種類株主及び

Ａ種種類登録株式質権者に対して交付するものとする。なお、Ａ種種類株式の一部を取得するときは、抽

選、按分比例その他の方法による。

（ⅱ）強制償還価額は、Ａ種種類株式１株につき、(a)払込金額相当額、及び、(b)払込金額相当額に、払込期日（同

日を含む。）から強制償還日（同日を含む。）までの期間につき、年率1.0％の利率で計算される金額（上

記期間の実日数につき、１年365日として日割計算により算出される金額とし、円位未満小数第５位まで算

出し、その小数第５位を四捨五入する。なお、当該利率で計算される金額について、さらに当該利率を乗じ

た金額を加算することはないものとする。）の合計額とする。但し、強制償還価額が10,000,000円の110％

に相当する額（以下「上限強制償還価額」という。）を上回る場合には、強制償還価額は上限強制償還価

額とする。

　

⑥普通株式を対価とする取得条項

（ⅰ）当社は、取得請求期間中に取得請求のなかったＡ種種類株式の全部を、取得請求期間の末日の翌日（以下

「一斉取得日」という。）をもって普通株式の交付と引換えに取得するものとし、かかるＡ種種類株式を

取得するのと引換えに、Ａ種種類株主に対して、その有するＡ種種類株式数に10,000,000円を乗じた額を

下記（ⅱ）に定める価額（以下「一斉取得価額」という。）で除した数の普通株式を交付するものとす

る。Ａ種種類株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社

法第234条に従ってこれを取扱う。

（ⅱ）一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ５連続取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引

　の毎日の終値の平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。但

し、一斉取得価額が下限取得価額を下回る場合は、一斉取得価額は下限取得価額とし、一斉取得価額が上限

取得価額を上回る場合は、一斉取得価額は上限取得価額とする。なお、一斉取得価額算定期間中に上記④

（ⅳ）に規定する事由が生じた場合、上記の終値の平均値は上記④（ⅳ）に準じて当社が適当と判断する

値に調整される。
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（２）【新株予約権等の状況】

 当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりです。　

  決議年月日 平成24年４月５日

新株予約権の数（個） 57

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,700

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　平成24年５月21日

至　平成39年５月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

  　発行価格　　  　642

　　資本組入額　　　322

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権を割り当てられた者は、権利行使時におい
ても当社の取締役又は監査役の地位にあることを要
する。
但し、当社の取締役及び監査役を退任した場合であっ
ても、退任日から５年以内に限って権利行使ができる
ものとする。

②　新株予約権については、その数の全数につき一括して
行使することとし、これを分割して行使することはで
きないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを担保に供することはで
きない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）１．当社が株式分割、株式併合、合併、会社分割等を行う場合等、上記の目的たる株式数の調整を必要とする場合

には、当社は当該条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調整するものとする。

      ２．各新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株

当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。行使価額は１円とす

る。

但し、新株予約権１個当たりの目的となる株式数の調整を行った場合は、株式１株当たりの払込金額１円を

調整後の株式数で除した金額とする。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　 該当事項はありません。
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（４）【ライツプランの内容】

　 該当事項はありません。　

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高　　
　（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年２月21日～

  平成24年５月20日 
－ 12,000,450 － 3,585,000 － 4,062,645

　

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成24年２月20日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 　 　 平成24年５月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
　Ａ種種類株式　 

450　
－ （注）１

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　普通株式　 

     7,700
－ －

完全議決権株式（その他）
　普通株式 

11,987,600
119,876 （注）２

単元未満株式
　普通株式 

4,700
－ －

発行済株式総数 12,000,450 － －

総株主の議決権 － 119,876 －

（注）１．Ａ種種類株式の内容は、「１　株式等の状況  （１）株式の総数等　②発行済株式」の注記に記載

　　　　　されております。

２．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株が含まれ

　　ており、「議決権の数」欄には、当該株式に係る議決権の数８個が含まれております。

　　　　 

②【自己株式等】 

　 平成24年５月20日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

マックスバリュ

東北株式会社

秋田県秋田市土崎

港北一丁目６番25

号

       7,700 － 7,700         0.06

計 － 7,700 － 7,700 0.06

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63 

号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成24年２月21日から平成24年

５月20日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年２月21日から平成24年５月20日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

  当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年２月20日)

当第１四半期会計期間
(平成24年５月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 713,851 1,191,094

売掛金 125,229 134,753

商品 2,256,518 2,293,239

貯蔵品 27,924 25,777

前払費用 171,973 151,826

繰延税金資産 75,185 94,713

未収入金 2,205,107 2,313,345

その他 205,390 191,625

貸倒引当金 △2,034 △2,276

流動資産合計 5,779,147 6,394,098

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,505,373 10,314,073

工具、器具及び備品（純額） 579,778 576,909

土地 5,168,201 5,222,409

建設仮勘定 10,463 35,499

有形固定資産合計 16,263,816 16,148,891

無形固定資産 26,612 25,942

投資その他の資産

投資有価証券 59,920 64,906

長期前払費用 574,314 550,266

差入保証金 1,543,325 1,523,430

その他 104,412 114,280

貸倒引当金 △14,134 △14,774

投資その他の資産合計 2,267,839 2,238,109

固定資産合計 18,558,267 18,412,943

資産合計 24,337,415 24,807,042
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年２月20日)

当第１四半期会計期間
(平成24年５月20日)

負債の部

流動負債

買掛金 6,810,511 8,407,257

短期借入金 2,230,000 1,360,000

1年内返済予定の長期借入金 1,954,900 1,839,600

未払金及び未払費用 1,862,229 1,995,817

未払法人税等 133,529 135,911

未払消費税等 50,789 152,127

賞与引当金 73,127 152,330

役員業績報酬引当金 12,361 －

設備関係支払手形 364,717 169,149

その他 1,379,637 1,555,234

流動負債合計 14,871,805 15,767,428

固定負債

長期借入金 2,550,850 2,044,700

退職給付引当金 291,962 305,984

長期預り保証金 1,819,955 1,800,606

繰延税金負債 88,087 82,450

資産除去債務 965,968 970,552

その他 420,312 377,723

固定負債合計 6,137,136 5,582,018

負債合計 21,008,941 21,349,447

純資産の部

株主資本

資本金 3,585,000 3,585,000

資本剰余金 4,062,645 4,062,645

利益剰余金 △4,319,493 △4,199,004

自己株式 △7,155 △7,169

株主資本合計 3,320,995 3,441,471

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △50 4,935

評価・換算差額等合計 △50 4,935

新株予約権 7,528 11,188

純資産合計 3,328,473 3,457,595

負債純資産合計 24,337,415 24,807,042
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成23年２月21日
　至　平成23年５月20日)

当第１四半期累計期間
(自　平成24年２月21日
　至　平成24年５月20日)

売上高 21,063,274 22,063,050

売上原価 16,110,219 17,186,403

売上総利益 4,953,054 4,876,646

その他の営業収入 549,189 544,453

営業総利益 5,502,244 5,421,100

販売費及び一般管理費 5,248,490 5,221,546

営業利益 253,754 199,553

営業外収益

受取利息 860 581

受取配当金 187 187

債務勘定整理益 6,291 9,946

補助金収入 3,845 3,733

違約金収入 120 4,843

その他 2,800 4,288

営業外収益合計 14,106 23,579

営業外費用

支払利息 31,678 18,990

新株発行費 47,771 －

貸倒引当金繰入額 － 639

その他 1,387 1,288

営業外費用合計 80,837 20,919

経常利益 187,022 202,213

特別利益

貸倒引当金戻入額 179 －

収用補償金 － 18,445

災害保険金収入 216,511 －

その他 1,640 －

特別利益合計 218,331 18,445

特別損失

減損損失 23,572 －

投資有価証券評価損 17,375 －

災害による損失 386,953 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 513,577 －

その他 603 －

特別損失合計 942,081 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △536,727 220,659

法人税、住民税及び事業税 163,198 125,335

法人税等調整額 55,642 △25,165

法人税等合計 218,841 100,170

四半期純利益又は四半期純損失（△） △755,568 120,489
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【追加情報】

当第１四半期累計期間
（自　平成24年２月21日
至　平成24年５月20日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期累計期間に係る四半期キャッシ

ュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費

を含む。）は、次のとおりであります。 

  
前第１四半期累計期間
（自  平成23年２月21日
至  平成23年５月20日）

当第１四半期累計期間
（自  平成24年２月21日
至  平成24年５月20日）

減価償却費 368,524千円 334,055千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、スーパーマーケット事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成23年２月21日
至　平成23年５月20日）

当第１四半期累計期間
（自　平成24年２月21日
至　平成24年５月20日）

（1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

　　 四半期純損失金額（△）
△62円12銭 ６円38銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△755,568 120,489

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△755,568 120,489

普通株式の期中平均株式数（株） 12,162,959 18,894,081

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － ６円37銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 14,477

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

　（注）１.　当社の発行しているＡ種種類株式は、転換仮定方式に準じて算定された株式数を、普通株式の期中平均株

　　　　　　 式数に加えて、１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額を算定しております。

      ２． 前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

　　　　 　のの１株当たり四半期純損失金金額であるため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

          該当事項はありません。 

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２４年６月２０日

マックスバリュ東北株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ　

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松 村 浩 司      　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 武 井 雄 次        印

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマックスバ

リュ東北株式会社の平成２４年２月２１日から平成２５年２月２８日までの第４１期事業年度の第１四半期会計期間

（平成２４年２月２１日から平成２４年５月２０日まで）及び第１四半期累計期間（平成２４年２月２１日から平成２

４年５月２０日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、マックスバリュ東北株式会社の平成２４年５月２０日現在の財政状態及び同日

をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

　　　　　　　期報告書提出会社）が別途保管してあります。

　　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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